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第3章 望ましい環境の保全と創出に向けて 

1 望ましい環境像と施策体系 

 望ましい環境像 (1)

本市は、都市近郊のベッドタウンとして発展してきた一方で、狭山丘陵をはじめとし

て、住宅地の生け垣などの緑地や農地、また、残堀川、空堀川といった水辺等の貴重で

豊かな自然環境を有しています。 

これは、市民にとっても、魅力的な要素となっているとともに、私たちはこの貴重な

財産を次世代につなげていく責務があります。 

一方で、市民が描く、将来の武蔵村山市の環境像は、豊かな自然環境を有していると

ともに、「人（子ども、高齢者）にやさしいまち」、「安心・安全のまち」、「人々と

の交流、つながり、活気のあるまち」などが挙げられています。 

これは、「環境の保全」だけでなく、「環境と快適性」や「環境と産業」を両立させ、

「住み良いまち」を築いていくことも重要な視点と捉えられているためと考えられます。 

こうしたことから、市が目指す望ましい環境像を次のように設定します。 

 

 

 

「みどり」には、狭山丘陵をはじめとして、住宅地の生け垣や公園、街路樹、農地や

残堀川、空堀川といった水辺などの本市が有する自然環境を表しています。 

そして、「暮らし」には、人々の生活の快適性や安心・安全や経済、また、それらを

築く人々を表しています。 

これらの「みどり」と「暮らし」を市・市民・事業者、全主体で保全し、創出してい

くことが、これから１０年目指していくまちの姿と考えます。 

 

 

 

 

「みどり」と「暮らし」をみんなで育む 

住み良いまち むさしむらやま 



 

18 

 

 

 

【参考：１０年後の武蔵村山市のイメージ】 

１０年後の武蔵村山市はどのようなまちになっているのでしょうか。『「みどり」と「暮

らし」をみんなで育む 住み良いまち むさしむらやま』の実現に向けて取り組んだ先

に、このようなまちの姿になっているのではないかというあるべき姿を描きました。 

本計画においては、市・市民・事業者の協働のもと、このような社会実現を目指しま

す。 

 

○自然との共生、文化が大切にされています。 

・狭山丘陵やまちなかの生け垣、農地、川などまちのみどりを、子どもも大人も市の宝物と

して大事にしています。 

・身近なみどりには多様な生き物が息づいています。また、市内の文化を身近に感じること

ができます。 

・市内の店舗、給食や食卓には、市内の農産物が並んでいます。 

・市・市民・事業者みんなが自然の保全と創出のために取り組んでいます。 

＜対応する施策の柱＞みどり等との共生 

○エネルギーや資源を大切に暮らしています。 

・市民や事業者は、暮らしや事業活動において、省エネルギーの行動を実践し、次世代のこ

とを考え、エネルギーの選択、資源の活用を行っています。 

・モノレールの延伸に向けて一歩ずつ協力するとともに、環境への負荷の尐ない移動手段（自

転車や徒歩、バス、低公害車など）を率先して活用しています。 

＜対応する施策の柱＞エネルギーの有効利用の推進、４Ｒの推進 

○水、空気、生活環境を大切にしています。 

・環境基準が遵守され、川には水が流れ、水や空気がきれいで、市民は健康に毎日を過ごす

ことができます。 

・身近な生活環境は、ポイ捨てなどもなく、美しいまちが保たれています。 

＜対応する施策の柱＞生活環境の保全 

○環境学習・環境教育について取り組み、市民参加が進んでいます。 

・子どもたちは、地域の環境について、よく学び、地域の自然や環境を大切に思い、環境に

配慮することが日常となっています。 

・地域活動に、市民も事業者も率先して、取り組んでいます。 

＜対応する施策の柱＞環境行動・教育の姿 
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 施策体系 (2)

本計画では、『「みどり」と「暮らし」をみんなで育む 住み良いまち むさしむら

やま』を実現するための、５つの施策の柱と環境目標を掲げ、取組を行っていきます。 

市が目指す望ましい環境像を実現するための、基本施策・目標は下記のとおりです。 

 

施策の柱 環 境 目 標 取 組 方 針 

１ 

みどり等との共

生 

まちの誇りであるみど

り等を次世代に引き継

ぐ 

① みどりの保全・創出・育成 

② 水辺の保全・水循環の創出 

③ 農地の保全・農業の活性化 

④ 生物多様性の確保 

⑤ みどり等とのふれあいの場の創出 

⑥ 歴史的文化遺産の保全 

２ 

エネルギーの有

効利用の推進 

ライフスタイル・事業活

動の見直しを行い、エネ

ルギーの有効利用を行

う 

① 省エネルギーの推進 

② 再生可能エネルギーの推進 

③ 低炭素なまちの形成 

④ 気候変動に関する情報提供と地域情報

の把握 

３ 

４Ｒの推進 

４Ｒを全員参加で進め

る 

① ごみの発生抑制と排出抑制の促進 

② 資源化の推進 

③ 環境への負荷の低減とごみの適正処理 

④ 不法投棄対策の推進 

４ 

生活環境の保全 

環境基準の遵守と維持

による快適な生活環境

づくり 

① 生活環境の保全 

② 新たな環境問題への対応 

③ 快適環境の保全 

５ 

環境行動・教育

の推進 

環境活動への参加と次

世代を育成する 

① 環境情報の収集・提供 

② 学校・職場での環境教育 

③ 市民・事業者の環境活動の推進・支援 
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2 環境像の実現に向けた取組 

基本施策柱１ みどり等との共生 

●環境目標 

 

① みどりの保全・創出・育成 

●現状と課題 

狭山丘陵・樹林地の保全については、基金を活用した保存樹林・保存樹木・生け垣の

保護や市民参加による維持管理について継続的に行っています。 

一方で、保存樹林・保存樹木・生け垣については、維持管理の大変さや周囲環境から

の苦情により減尐傾向となっており、基準の見直しや市の誇りとして位置づけ、普及啓

発をしていくなどの取組も今後必要と考えます。 

社寺林については、所有者や檀家によって維持管理が行われており、保全策の検討は

行われておらず、緑化審議会への調整を行っていくことが課題となっています。 

公園・緑地等の維持管理を市と協働で行う公園・緑地等ボランティア制度については、

近年増加傾向にあります。引き続き、市民と協働し公園・緑地等の維持管理を行ってい

くことが求められています。 

●取組内容① 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

狭山丘陵地等の

保全 

東京都景観計画や「武蔵村山市まちづく

り条例」、「狭山丘陵景観重点地区ガイ

ドライン」等に基づき、建築物等の色彩

の調和及び敷地内の緑化の推進による

景観の保全を図ります。 

都市計画課 

環境課 

東京都 

 

 

 

保存樹木・樹林

の保全 

一定基準以上の樹林・樹木・生け垣の指

定や「みどりの基金」を活用した維持管

理に関する支援を行います。 

環境課 

 

○ 

社寺林の保全策

等検討 

社寺林の保全策についての検討を行う

ため、緑化審議会等への調整を行いま

す。 

環境課 

 

○ 

※以下、積極的に市民・事業者の参画や連携が望まれる項目について、○をしています。 

 まちの誇りであるみどり等を次世代に引き継ぐ 
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●取組内容② 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

街路樹の管理 街路樹の管理を行います。 

また、みどりのネットワークの主軸とな

る歩道等については、道路自体がレクリ

エーション機能を持つよう配置します。 

道路下水道課 

環境課 

 

公園の整備の推

進 

都市計画決定している公園の整備や条

例等による公園の整備（一定規模以上の

開発事業に対して公園や緑地の整備を

指導）の推進を行います。 

環境課  

ボランティアと

協働した公園・

緑地等の維持管

理、ボランティ

ア育成 

公園・緑地等ボランティアと協働し、公

園・緑地等の維持管理を進めます。 

みどりのまちづくりを推進する地域活

動のリーダー（グリーンヘルパー）の育

成を推進します。 

環境課 ○ 

公共施設及び民

有地内の緑化の

推進 

庁舎等の公共施設の緑化を積極的に行

います。また、「武蔵村山市まちづくり

条例」等に基づき、緑化指導を行うとと

もに、民間指導向けの緑化指導マニュア

ル・みどりのまちづくりガイドラインの

作成を検討します。 

都市計画課 

環境課 

 

○ 

 

●環境指標 

項 目 現 状 目 標 

都市
※1

全体の緑化総量

（緑被率） 

４４．５％（平成２３年度） ４５％（平成３４年度） 

保存
※1

生け垣の延長 
４，７０９ｍ（平成２６年度） 約４，８５０ｍ(平成３４年度) 

公園
※2

・緑地等ボランテ

ィア人数 

６４人（平成２６年度） １００人（平成３２年度） 

グリ
※1

ーンヘルパー 

（１級）人数 

０人（平成２６年度） ８人（平成３４年度） 

※1「第二次みどりの基本計画」 ※2「第四次長期総合計画後期基本計画」 
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② 水辺の保全・水循環の創出 

●現状と課題 

水辺の保全については、自然環境に配慮した河川工事や河川維持管理、河川の水質保

全に継続的に努めるとともに、市民と協力し残堀川クリーンアップ作戦を継続的に実施

してきました。 

また、各流域協議会・調査会・対策会等へ参加を行い、都や周辺市町と連携を図り、

水量確保の対策を行いました。市内の河川は、降雨が尐ない時期に河川の流量が尐なく

なり、水生生物の生息などの生態系や景観等に影響を及ぼしていることから、今後、引

き続き対策に取り組むことが求められます。 

雨水浸透・貯留施設の設置推進については、公共施設を中心に雨水のトイレ洗浄水や

グラウンド等への散水として利用を行いました。 

引き続き、都や周辺市町と連携を図り、水辺の保全に努めることが必要です。また、

公共施設、各種事業で、水の循環の促進、水辺の保全を行うことが必要です。 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

多自然川づくり

の推進 

残堀川や空堀川などの主要河川につい

て、市民参加による緑化の推進、多自然

川づくりと水辺植生の復元を東京都に要

請します。小河川については、可能な限

り多自然型の整備を検討し、河川の自然

回復を図ります。 

環境課 

道路下水道課 

都市計画課 

東京都 

 

河川の水質保全 河川の環境改善や水質浄化に関する情報

発信を行います。市民と協力し、残堀川

クリーンアップ作戦等の河川清掃活動を

実施します。 

環境課 

道路下水道課 

○ 

水量確保の対策 各流域協議会・調査会・対策会等へ参加

し、都や周辺市町と連携を図り、水量確

保の対策を行います。 

環境課 

道路下水道課 

東京都 

周辺市町 

 

雨水浸透・貯留

施設の設置の推

進 

公共施設等における雨水浸透・貯留施設

の設置を推進し、地下水の涵養に努めま

す。 

環境課 

道路下水道課 

 

○ 

 

  



 

第 3 章  望ましい環境の保全と創出に向けて 

23 

 

●環境指標 

項 目 現 状 目 標 

残堀川クリーンアップ作戦

参加者数 

２３人（平成２６年度） 毎年、増加を目指します。 

 

 

   

 

  市民参加による残堀川クリーンアップ作戦  
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③ 農地の保全・農業の活性化 

●現状と課題 

農地の保全について、生産緑地地区の追加指定、「武蔵村山市第２次農業振興計画」

の運用により、農業基盤の整備・改善を行っています。 

体験型市民農園については、２箇所１１５区画を整備（利用区１０４区画）し、利用

者募集の支援を行っています。また、農業後継者と新規就業者の育成支援として、農業

後継者団体への補助や農業育成講座の実施や援農ボランティア制度などの取組を行っ

てきました。 

環境にやさしい農業については、農業生産組合を通じて土壌病害虫対策を行う農業者

への補助や有機肥料、減農薬、減化学肥料農業のＰＲを実施するとともに、東京都特別

栽培農産物認証制度への支援を実施しています。 

さらに、地産地消を促進するため、農産物品評会やＦｏｏｄ（風土）グランプリを行

い、地元の食材のＰＲを行っています。また、市内小中学校の学校給食では、市内産作

物の積極的な利用に努めています。 

今後も、多様な担い手の確保・育成として、援農ボランティアや体験農園の利用者の

増加に努めることが必要です。また、東京都や周辺市町と連携を図りながら、規制緩和

等新たな仕組みや制度の検討も必要です。 

 

【参考：市内の小中学校での学校給食地場産野菜の使用量について】 

市内の小中学校の学校給食で利用している小松菜の地場産使用量は増加傾向にあ

り、現在、ほぼ１００％の割合で地場産のものを使用しています。また、その他の作

物についても、利用している数が増加しています。 

   



 

第 3 章  望ましい環境の保全と創出に向けて 

25 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

農地の保全 生産緑地地区の追加指定を行います。ま

た、「武蔵村山市第２次農業振興計画」

の運用により、農業基盤の整備・改善を

行います。 

都市計画課 

産業観光課 

 

地産地消の推進 積極的に市内の農作物のＰＲや学校給

食等での活用に努めます。 

産業観光課 

環境課 

学校給食課 

○ 

多様な農の担い

手の育成 

体験型市民農園や援農ボランティア制

度の運用を行います。また、農業後継者

や新規就農者の育成を支援します。 

産業観光課 

東京都 

周辺市町 

○ 

環境に優しい農

業支援 

農業生産組合を通じて土壌病害虫対策

を行う農業者への補助や有機肥料、減農

薬、減化学肥料農業のＰＲの実施や活用

を図るとともに、東京都特別栽培農産物

認証制度への支援を実施します。 

産業観光課 ○ 

 

●環境指標 

項 目 現 状 目 標 

体験
※2

型市民農園の設置箇

所数 

２箇所（平成２６年度） ３箇所（平成３４年度） 

市内の小中学校での学校

給食で利用される地場産

率１０％以上の野菜数 

１２種類（平成２６年度） 毎年、増加を目指します。 

認定
※2

農業者 
１８人（平成２６年度） ３０人（平成３４年度） 

※2「第四次長期総合計画後期基本計画」 
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④ 生物多様性の確保 

●現状と課題 

動植物の生育・生息環境の保全について、公園等の植栽の管理や、動植物の生育・生

息の場を保全するため、残堀川クリーンアップ作戦の実施及び公園整備に関する検討を

継続的に実施しています。外来生物に対する監視は、窓口での広報や相談の実施、水生

生物調査の実施を行っています。 

また、自然観察会や広報誌、ホームページを通じての動植物に関する情報提供を行っ

ています。引き続きこれらの取組を行っていく必要があります。 

市民参加による動植物の実態調査は未実施となっており、今後は地域の専門家（理科

教師やボランティア等）とも連携を図りながら、実施に向けた検討が課題となっていま

す。 

一方、獣害による農作物被害の報告が年々増えており、広域の協議会に参加し、情報

収集に努めるとともに、対策の検討も必要となります。生物多様性の視点で、外来種に

関する市民への意識啓発も課題となります。 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

動植物の情報収

集・情報提供の

実施 

地域の専門家とも連携を図りながら、地

域内の動植物に関する情報収集、情報提

供を行います。 

環境課 

文化振興課 

○ 

獣害対策・外来

種対策 

広域の協議会に参加し、情報収集に努

め、獣害対策・外来種対策を行います。

また、市民へ積極的に情報提供や啓発等

を行います。 

環境課 

産業観光課 

○ 
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⑤ みどり等とのふれあいの場の創出 

●現状と課題 

里山とのふれあいの場の創出については、自然観察会や環境学習会、土曜日チャレン

ジ学校などの一部として狭山自然学校の開催、支援を行っています。各種学習会につい

て自然観察会や環境学習会の参加者数は横ばいですが、狭山丘陵自然学校の実施回数、

参加者数は平成２２年をピークに減尐傾向にあります。これは、学校週５日制事業とし

て実施していることから子供たちの土曜日の過ごし方が多様になっていることによる

と考えられます。 

水辺とのふれあいの場の創出については、残堀川親水緑地広場（３箇所）の維持管理

を実施するとともに、水辺に生息・生育する動植物の観察会を開催し、意識啓発を図っ

ています。 

農地とのふれあいの場については、農業まつりの開催、体験型市民農園の利用促進、

市内の小学５年生を対象にした水田学習の実施や市内小中学校の児童・生徒を対象にし

た学校農園で野菜や花を栽培しています。 

さらに、市民・事業者と、より一層の連携を図り、参加者層の拡大や市民・事業者の

取組の把握について努めることが課題です。 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

里山等とのふれ

あいの場の推進 

環境学習会や自然観察会、土曜日チャレ

ンジ学校などの開催・支援を行います。 

環境課 

文化振興課 

○ 

水辺とのふれあ

いの場の推進 

残堀川親水緑地広場（３箇所）の維持管

理を実施します。 

歴史民俗資料館では、狭山丘陵を散策し

ながら早春にみられる野鳥・野草を観察

する自然観察会を開催します。 

また、空堀川については、既に整備が行

われた残堀川と同様に、河川改修により

生じた旧河川敷などを水とみどりに親し

む憩いの広場として整備するよう、東京

都に要請します。 

環境課 

文化振興課 

道路下水道課 

都市計画課 

東京都 

 

○ 

農地とのふれあ

いの場の推進 

農業まつりの開催や、体験型市民農園の

利用促進、学校農園などの支援を行いま

す。 

産業観光課 

教育総務課 

○ 
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●環境指標 

項 目 現 状 目 標 

里山等とのふれあ

いの場の創出数、参

加者数 

３回、４３人 

（平成２６年度、環境学習会・

自然観察会） 

毎年、増加を目指します。 

水辺とのふれあい

の場の創出数、参加

者数 

２回、３３人 

（平成２６年度、環境学習会） 

毎年、増加を目指します。 

親水
※2

緑地広場の箇

所数 

７箇所（平成２６年度） ８箇所（平成３２年度） 

農地とのふれあい

の場の創出数、参加

者数 

２箇所、１０７人 

（平成２６年度、体験型市民農

園利用者数） 

毎年、増加を目指します。 

※2「第四次長期総合計画後期基本計画」 

 

 

里山等とのふれあいの場の創出 
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⑥ 歴史的文化遺産の保全 

●現状と課題 

歴史的文化遺産の保全として、都指定文化財２件、市指定文化財２３件に対し、保存

指導及び修理時の補助、市内の文化財の収集及び保管を行っています。 

また、宅地開発計画等が生じた場合は、事前に宅地開発事業者と調整し、埋蔵文化財

の所在の確認を行い、埋蔵文化財包蔵地内、周辺地で試掘調査等を実施し、歴史的文化

遺産の保全を行っています。 

一方、歴史的文化遺産とのふれあいについては、市民が文化財にふれあう機会を創出

するとともに、維持管理に努め、市のホームページやフェイスブック、歴史民俗資料館

のホームページ、資料館だより等を活用し普及啓発を行っています。 

今後も引き続き、歴史的文化遺産の保全やふれあいの場の創出に取り組む必要があり

ます。 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

歴史的文化遺産

の保全 

埋蔵文化財をはじめ、各種歴史的文化遺

産を保全します。 

文化振興課 ○ 

情報発信、ふれ

あいの場の創出 

市民が文化財にふれあう機会を創出す

るとともに、歴史民俗資料館やホームペ

ージ等で普及啓発を行っていきます。 

文化振興課 ○ 
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基本施策柱２ エネルギーの有効利用の推進 

●環境目標  

 

① 省エネルギーの推進 

●現状と課題 

省資源・省エネルギーの推進では、公共施設における省エネ対策、雨水の利用促進や

省資源対策を行っています。今後も引き続き、積極的に取組を進めるとともに、その成

果を環境学習等に活用するなど、市民や事業者の取組につなげることが求められていま

す。 

また、市の取組として、庁舎内及び防犯灯のＬＥＤ化を実施しました。今後、街路灯

など対象範囲の拡大を検討しています。 

なお、エネルギーに関する社会情勢や技術動向は刻々と変化していることから、情報

を積極的に入手し、柔軟に対応することや市民・事業者への情報提供が必要となります。 

今後は、市の取組把握だけでなく、市民・事業者の取組状況や実態を把握していくこ

とが課題となっています。 

 

ライフスタイル・事業活動の見直しを行いエネルギーの有効利用を行う 

 

【参考：市内の二酸化炭素排出量の部門別割合】 

交通部門が全体の約３４％、業務部門が約２５％、家庭部門が約２５％を占めて

います。これらの対策を行っていくことが必要です。 

出典：環境省 
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●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

公共施設等にお

ける省エネ対策

の推進 

公共施設等における省エネ対策（エネル

ギー削減、水使用量削減）を推進します。 

公用車の低燃費化とともに、庁用自転車

の活用を図ります。 

環境課 

総務契約課 

 

家庭及び事業所

における省エネ

に関する意識啓

発・情報提供 

公共施設における省エネ対策の成果を

活用した普及啓発や省エネ行動の推進、

省エネナビの貸出し、省エネ改修の支援

等の情報提供を行います。 

環境課 

産業観光課 

○ 

家庭及び事業所

における省エネ

に関する取組把

握 

民間事業者や関係機関と連携を図りな

がら、家庭や事業所で行われている省エ

ネに関する取組の把握方法について検

討を行い、実施します。 

環境課 

 

○ 

 

●環境指標 

項 目 現 状 目 標 

公共
※3

施設等におけるエネ

ルギー使用量及び温室効

果ガス排出量（総量） 

3,596,676.32kg-CO２/年 

（平成２６年度） 

3,194,545kg-CO２/年 

一世帯あたりの使用量 

（電気） 

― 把握方法について検討を行

います。 

市域での把握が難しい場合、

モデル世帯の把握など多様

な方法の検討を行います。 

一世帯あたりの使用量 

（都市ガス） 

― 

一世帯あたりの使用量 

（水道） 

― 

※3「第二次地球温暖化対策実行計画」 
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② 再生可能エネルギーの推進 

●現状と課題 

公共施設では、積極的に再生可能エネルギーの導入を進めてきました。今後も引き続

き導入するとともに、その成果を市民・事業者へ広く普及啓発を行うことが必要です。 

なお、省エネルギーの推進と同様に、再生可能エネルギーの推進においても、社会情

勢や技術動向は刻々と変化していることから、情報を積極的に入手し、柔軟に対応する

ことや市民・事業者への情報提供が必要となります。 

また、市の取組把握だけでなく、市民・事業者の取組状況や実態を把握していくこと

が課題となっています。 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

公共施設等にお

ける再生可能エ

ネルギー導入 

公共施設における再生可能エネルギー

の導入を推進します。 

環境課 

総務契約課 

 

家庭及び事業所

における再生可

能エネルギーに

関する意識啓

発・情報提供 

公共施設における再生可能エネルギー

導入の成果を活用した普及啓発や省エ

ネ行動の推進、省エネ改修の支援、情報

提供を行います。 

環境課 

産業観光課 

○ 

家庭及び事業所

における再生可

能エネルギーに

関する取組把握 

民間事業者や関係機関と連携を図りな

がら、家庭や事業所で行われている再生

可能エネルギーに関する取組の把握方

法について検討を行い、実施します。 

環境課 

 

○ 

 

●環境指標 

項 目 現 状 目 標 

公共施設等における再生

可能エネルギー導入量 

― 把握方法について、検討を行

います。 

市内の再生可能エネルギ

ー導入量 

― 
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【参考：市内公共施設の再生可能エネルギー導入状況】（平成２８年３月現在） 

○太陽光発電設備 

・市立第一中学校屋上 

・市立雷塚小学校屋上 

・市立第四中学校武道場 

・福祉会館屋上 

・市立第五中学校武道場 

○太陽熱利用設備 

・市立第九小学校   

・市立第十小学校   

・市立第五中学校  

・三ツ木地区学習等供用施設   

・市民総合センター 

 

 

 

 

 

太陽光発電設備（市立雷塚小学校屋上） 
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③ 低炭素なまちの形成 

●現状と課題 

本市の都市活動に係わる二酸化炭素排出量（民生家庭部門、民生業務部門、交通部門）

が排出量の全体の９割弱を占めており、市・市民・事業者が連携を図り、低炭素なまち

の形成を進めていく必要があります。 

交通部門については、市内循環バスの効果的な運行、乗合タクシー「むらタク」の実

証実験や自転車活用の総合的な推進など、低炭素な乗り物への転換の促進を行っていく

必要があります。 

また、市の悲願でもあるモノレールの延伸については、引き続き、その実現に向けて

一歩ずつ取組を進めていくことが重要です。 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

公共交通の利用

促進 

公共交通の利用促進に関する普及啓

発・情報発信を行います。 

市内循環バスや乗合タクシー「むらタ

ク」の効果的な運行やバス事業者やタク

シー事業者等と連携を図り、交通利便性

の向上に努めます。また、モノレール延

伸の実現に向けて取組を進めます。 

都市計画課 

環境課 

○ 

自転車・EV 等の

低炭素モビリテ

ィの推進 

公用車の低燃費化、庁用自転車の活用を

図ります。また、EV 等の低炭素モビリ

ティの推進を行います。 

さらに、自転車活用の総合的な推進のた

め、自転車の利用促進に向けた検討を行

います。 

環境課 

総務契約課 

都市計画課 

○ 

低炭素建築物・

省エネ改修の推

進 

低炭素建築物の推進、省エネ改修の支

援、それらに関する情報発信を行いま

す。 

環境課 

産業観光課 

○ 

グリーンカーテ

ンなどの緑化推

進 

グリーンカーテンの推進を行います。 環境課 ○ 
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●環境指標 

項 目 現 状 目 標 

公用
※2

車における低公害車

の導入割合 

３３％（平成２６年度） ６０％（平成３２年度） 

庁用自転車の台数及び利

用数 

２台（平成２６年度） 毎年、増加を目指します。 

利用数の把握について検討し

ます。 

市内
※2

循環バスの１便当た

りの輸送人員 

５人／便・年 

（平成２６年度） 

６人／便・年 

（平成３２年度） 

乗合
※2

タクシー「むらタク」

の利用者数 

３，５２０人／年 

（平成２６年度） 

４，５００人／年 

（平成３２年度） 

※2「第四次長期総合計画後期基本計画」 

 

                      

市内を走る市内循環バス（ＭＭシャトル）と乗合タクシー「むらタク」 
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④ 気候変動に関する情報提供と地域情報の把握 

●現状と課題 

世界平均気温の上昇を産業革命前に比べて２℃以内にとどめられたとしても、我が国

において気温の上昇、降水量の変化、極端な気候の変化などの影響が生ずる恐れがあり、

その影響への適応を計画的に進めることが必要です。 

｢IPCC 第５次評価報告書統合報告書」では、温暖化のリスクに対処し、影響を極力減

らす適応策の取組が必要とされており、また、国では適応計画が策定され、緩和策に加

え、適応についても強化していく必要があるとしています。 

また、気温の変化は本市の重要な産業である農作物への影響も想定されます。 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

気候変動に関す

る情報提供と地

域情報の把握 

気候変動に関する情報収集、情報提供を

行うとともに、地域への影響について継

続的に情報収集に努めます。 

環境課 

産業観光課 

○ 

 

 

 

【参考：気候変動の影響への適応計画について】 

 我が国においても、極端な気象現象が観測されたり、農作物の収量の変化や品

質の低下、さくらの開花の早期化などの影響が現われていることが明らかになっ

ているとともに、将来は気温の上昇や降水量の変化など様々な影響が生じること

が予測されています。そのため、すでに現われている影響への適応策をできるだ

け速やかに講じるとともに、気候変動に対する長期的なリスク管理の視点から、

緩和に加えて適応についても強化していく必要があるため、２１世紀末までの長

期的な展望を意識しつつ、今後おおむね１０年間における政府の気候変動の影響

への適応に関する基本戦略及び政府が実施する各分野における施策の基本的方向

を「気候変動の影響への適応計画」に示しています。 

 本計画では、「農業・林業・水産業」、「水環境・水資源」、「自然生態系」、

「自然災害・沿岸域」、「健康」、「産業・経済活動」、「国民生活・都市生活」

の７つの分野の影響評価について、科学的知見に基づく専門家判断により、重大

性、緊急性、確信度の３つについて評価しています。 
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基本施策柱３ ４Ｒの推進 

●環境目標 

 

① ごみの発生抑制と排出抑制の促進 

●現状と課題 

廃棄物に関連する各指標は横ばいの状態が続いていることから、より一層のごみの排

出量の抑制、資源の再使用、リサイクル対策、不法投棄対策に取り組む必要があります。 

また、市民・事業者それぞれに対する普及啓発を行い、連携を図りながら、取組をよ

り一層進める必要があります。 

 

出典：ごみ対策課 

●取組内容① 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

発生抑制と排出

抑制に関する普

及啓発・支援 

市民がごみの排出量の尐ない商品を購

入したり、生ごみの水切りや行事等で使

用する紙コップに代わるマイカップの

使用促進など身近な取組の普及啓発を

進めます。また、４Ｒを推進するための

身近な例での普及啓発を行います。 

ごみ対策課 ○ 

自主的なごみ減

量に対する支援 

「資源回収奨励金制度」などの充実を図

り、取組を支援します。 

ごみ対策課 ○ 

925
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排出物・収集ごみ量原単位（g/人・日）

排出物原単位（g/人・日） 収集ごみ量原単位（g/人・日）

４Ｒ（リフューズ・リデュース・リユース・リサイクル）を全員参加で進める 
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●取組内容② 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

事業者に対する

要請、指導等 

事業活動におけるごみの発生抑制の要

請を行います。また、事業系ごみの詳細

な排出状況の把握、指定収集袋での排出

の徹底、多量排出事業者への指導を行

い、発生抑制に努めます。 

ごみ対策課 ○ 

拡大生産者責任

の要請 

生産者が一定の責任を負う拡大生産者

責任について、生産者の取組を市民に周

知するとともに、拡大生産者責任の明確

化について国等に働きかけを行います。 

ごみ対策課 ○ 

 

●環境指標 

項 目 現 状 目 標 

排出
※2

物原卖位 

（総排出量÷年

度末人口÷年間

日数） 

８０５．２ ｇ／人・日 

（平成２６年度） 

７０５ ｇ／人・日以下 

（平成３２年度） 

※2「第四次長期総合計画後期基本計画」 

 

【参考：４Ｒについて】 

４Ｒとは、Refuse（リフューズ）、Reduce（リデュース）、Reuse（リユース）、

Recycle（リサイクル）の４つの頭文字をとったものです。 

リフューズは、マイバッグで買い物をしたり、過剰包装をしないなど、ごみと

なるものをまず、「断る」という行動のことを言います。次に、リデュースは食

べ残しをしない、詰め替え容器を使う、ものを大切に長く使うなど、購入した商

品をごみにしない行動のことを言います。リユースは、一度使ったものをごみに

せずに、再利用することをいい、着なくなった服をフリーマーケットに出したり、

ビール瓶などを洗って何度も利用することを言います。最後に、リサイクルは、

一度使ったものを、形を変えて、再資源化していくことをいいます。 

ごみの排出抑制について、まず、効果が高く、余分なエネルギーも使わない、

リフューズから初めて、順にリデュース、リユース、リサイクルを行っていくこ

とが重要です。 
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② 資源化の推進 

●現状と課題 

廃棄物に関連する各指標は横ばいの状態が続いていることから、より一層のごみの排

出量の抑制、資源の再使用、リサイクル対策、不法投棄対策に取り組む必要があります。 

また、ごみと資源の分別の徹底のため、市民向けには多様なスタイル（市報やスマー

トフォンアプリ等情報機器活用）での情報発信が必要と考えます。 

リサイクル対策について、「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律」

（小型家電リサイクル法）に基づき、市内８箇所の公共施設への回収ボックスの設置や

東京たま広域資源循環組合と連携を図り、エコセメント事業を行っています。 

 
出典：ごみ対策課 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

ごみと資源の分

別の徹底 

ごみと資源の分別の徹底を図るため、分

別方法の情報提供等を行います。また、

廃棄物減量等推進員と連携を図りなが

ら、普及啓発活動を行い、資源化を推進

します。 

ごみ対策課 ○ 

資源回収奨励金

制度の充実 

資源回収奨励金制度の紹介や効率的な運

用を行い、積極的な実施の働きかけを行

います。 

ごみ対策課 ○ 

資源品目の拡大 生ごみ堆肥化モデル事業を検証し、生ご

みの資源化に向けた取組を進めます。 

ごみ対策課 ○ 

再生品の利用の

促進 

再生品の使用（グリーン購入）について

積極的に取り組みます。また、市民・事

業者へも積極的に情報提供を行います。 

ごみ対策課 ○ 
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●環境指標 

項 目 現 状 目 標 

リサ
※2

イクル率（エコセメン

ト含む） 

（総資源化量÷総排出量 

×１００） 

３４．９％ 

（平成２６年度） 

４１．０％以上 

（平成３２年度） 

※2「第四次長期総合計画後期基本計画」 

 

 

【参考：生ごみ堆肥化モデル事業】 

市内から排出される燃やせるごみを減らすため、平成２６年１０月から「生ごみ

堆肥化モデル事業」を開始しました。家庭から出る生ごみを分別収集し、焼却処分

をせずに、生ごみの堆肥化工場で、堆肥化を行うことでごみの減量と共に有効活用

していこうという事業です。現在、残堀地区と学園地区をモデル地区として、計１

０８世帯の方に御協力いただいております。 

また、参加者を対象に実施し

たアンケートでは、７２世帯の

方からの回答があり、バケツの

大きさや収集・回収方法などに

ついて、感想をお聞きしました。

分別の手間については約７割の

方が「簡卖・ふつう」と回答さ

れ、臭いについては、約６割の

方が、「全く気にならない・ほ

とんど気にならない」と回答さ

れました。 

さらに、燃やせるごみの量は

「大分減った」と回答された方

が４割、「尐し減った」と回答

された方が４割と、効果を感じ

た方が多い結果となりました。 
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③ 環境への負荷の低減とごみの適正処理 

●現状と課題 

４Ｒを推進し、物をごみとしないことを優先しますが、一旦ごみとして排出されたも

のは、適正に処理する必要があります。これらのごみを処理する段階で環境への負荷の

低減に配慮しながら、安全で安定したごみ処理の向上に努める必要があります。 

具体的には、排出事業者や収集運搬許可業者に対して、適正な排出及び収集運搬につ

いて指導を行うとともに、ごみ収集車の環境への負荷の低減を図る必要があります。 

プラスチック、粗大ごみ等のリサイクルを目的とした処理施設の導入の検討を小平市、

東大和市及び小平・村山・大和衛生組合と連携を図りながら検討を行っています。 

また、不燃・粗大ごみ処理施設やごみ焼却施設を計画的に更新していく必要がありま

す。 

さらに、東京たま広域資源循環組合の二ツ塚処分場の延命化のため、最終処分量の削

減に努める必要があります。 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

資源化・ごみ処

理施設の整備  

３市共同資源物処理施設の整備（新規）、

不燃・粗大ごみ処理施設の整備（更新）、

ごみ焼却施設の整備（更新）を小平市、

東大和市及び小平・村山・大和衛生組合

と連携を図りながら、計画的に進めま

す。 

ごみ対策課 

小平市、東大和

市及び小平・村

山・大和衛生組

合 

 

最終処分量の削

減 

最終処分量削減のための調査・研究を行

い、ごみの発生抑制施策、中間処理段階

における資源化を推進します。 

ごみ対策課 ○ 

 

●環境指標 

項 目 現 状 目 標 

最終
※4

処分量 

（循環組合への搬入量） 

１，９５８ｔ 

（平成２６年度） 

１，７００ｔ以下 

（平成２９年度） 

最終
※4

処分量 

（循環組合への不燃ご

み埋立て量） 

３０ｔ 

（平成２６年度） 

１６．３ｔ以下 

（平成２９年度） 

※4「一般廃棄物処理基本計画」 
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④ 不法投棄対策の推進 

●現状と課題 

不法投棄防止看板の設置や定期的なパトロールにより、不法投棄防止活動を行ってい

ますが、不法投棄件数は横ばいで推移しています。 

引き続き、市民・事業者に対し、ごみの適正処理に関する普及啓発を行うとともに、

抑止効果の大きい施策について調査研究を行う必要があります。 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

不法投棄の監

視・パトロール

の実施 

不法投棄の監視やパトロールの充実を

図ります。特に、不法投棄が行われやす

い場所については、重点的に行います。 

ごみ対策課  

土地の所有者等

に対する適正な

管理の要請 

空地の土地所有者等に対し、適正な管理

を要請し、害虫発生の抑制や不法投棄防

止等に努めます。 

環境課 ○ 

市民・事業者の

意識啓発の実施 

市民からの申請による不法投棄看板の

貸与や設置を実施したり、ごみの適正処

理に関する普及啓発を行い、市民・事業

者の意識の向上を図ります。 

ごみ対策課 ○ 
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基本施策柱４ 生活環境の保全 

●環境目標 

 

① 生活環境の保全（環境基準の遵守と維持） 

●現状と課題 

法令に基づき、大気汚染・悪臭防止対策、水質汚濁防止対策、土壌汚染・地下水汚染・

地盤沈下防止対策、騒音・振動防止対策、有害化学物質対策に取り組んでいます。 

具体的には、市内における定期的な調査、対象工場・事業所への指導を行いました。

土壌汚染・地下水汚染・地盤沈下防止対策では、環境にやさしい農業、雨水浸透・貯留

装置の設置促進を行い、水の循環創出の取組を進めています。 

また、道路舗装工事に伴い、旧来型のマンホールから騒音・防止型マンホールの設置

を行いました。 

地盤沈下については都と連携を図りながら状況把握に努めています。 

今後も引き続き、法令等に基づき、生活環境の保全に努めるとともに、事業所・市民

への情報提供、指導等を行う必要があります。 

●取組内容① 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

定期的な調査・環境

基準の達成 

定期的に大気の調査、河川の水質調査、水生

生物調査、河川水中のダイオキシン類調査、

事業所に対する燃料検査、騒音・振動の調査

を実施し、環境基準の達成に努めます。また、

低騒音舗装の検討を進めます。 

環境課 

東京都 

○ 

事業所等への 

監視・指導 

都民の健康と安全を確保する環境に関する条

例（以下「環境確保条例」といいます。）に

基づく工場や事業所への指導、市民等の通報

により、都と連携を図りながら立入指導を行

います。 

環境課 

東京都 

○ 

横田飛行場及び立

川飛行場周辺の航

空機騒音対策 

横田基地周辺市町基地対策連絡会・立川飛行

場環境対策会議において、関係機関に対し航

空機騒音対策の要請を行います。 

企画政策課 

東京都 

周辺市町 

 

 

環境基準の遵守と維持による快適な生活環境づくり 
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●取組内容② 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

生活騒音につい

ての知識やモラ

ル向上 

ホームページ等により、生活騒音等につ

いての知識やモラル向上のための情報

提供を行います。また、市民からの相談

に対応します。 

環境課 

 

○ 

 

●環境指標 

項 目 現 状 目 標 

環境
※

基準の達成 

（道路沿道における二酸

化窒素濃度、残堀川・空堀

川における環境基準、地下

水の環境基準、道路交通騒

音・振動、横田飛行場及び

立川飛行場周辺航空機騒

音、大気中のダイオキシン

類濃度、河川のダイオキシ

ン類濃度） 

９０％（平成２６年度） 環境基準の遵守（１００％） 

※環境基準の達成については、遵守すべき各項目が基準を守られている割合を示します。 

（環境基準の達成（％）＝遵守された項目／モニタリング項目×１００） 
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【参考：環境基準について】 

 環境基準は、下表のように地点ごとの達成状況を確認しています。環境基準及

び調査結果の一部をご紹介します。 

 

○道路沿道における二酸化窒素濃度 

【目標】環境基準 0.06ppm 以下を維持する             卖位：ppm 

道
 路 調 査 地 点 24 年度 25 年度 26 年度 

青梅街道 
第一分団車庫付近 0.008 0.010 0.009 

第六分団車庫付近 0.012 0.019 0.009 

主要地方道 

第 55号線 
大单一丁目バス停付近 0.013 0.023 0.017 

主要地方道 

第 59号線 

三ツ藤住宅東バス停付近 0.018 0.026 0.024 

文明堂工場付近 0.026 0.030 0.020 

新青梅街道 
桃ノ木歩道橋付近 0.026 0.028 0.023 

武蔵村山郵便局付近 0.032 0.028 0.031 

主要地方道 

第 162 号線 
第七分団車庫付近 0.014 0.022 0.013 

江戸街道 東京日産自動車販売北付近 0.023 0.023 0.019 

 

○残堀川におけるＢＯＤ濃度 

【目標】環境基準３ mg/ℓ以下を維持する。 （卖位：mg/ℓ） 

調査地点 24 年度 25 年度 26 年度 

富士塚橋 2.00 0.80 0.60 

中砂大橋 0.80 ‐※ <0.50 

※渇水のため欠測 

 

○空堀川におけるＢＯＤ濃度 

【目標】環境基準１０ mg/ℓ以下を維持する。（卖位：mg/ℓ） 

調査地点 24 年度 25 年度 26 年度 

念仏塚橋 1.07 3.5 1.5 

砂野橋 1.15 2.5 1.9 
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② 新たな環境問題への対応 

●現状と課題 

国や都と連携を図りながら有害化学物資対策に取り組むとともに、有害化学物質に関

する情報収集を行い、ホームページ・市報・災害情報配信メール等により情報提供を行

っています。 

今後も引き続き、法令等に基づき、生活環境の保全に努めるとともに、事業所・市民

への情報提供や指導等を行う必要があります。 

また、新たな環境問題への対応や体制づくりを充実させていくことも重要です。 

近年、気候変動の影響と考えられる局所的な豪雨や猛暑等による熱中症の発生なども

懸念されることから、市域の状況についてできるだけ把握し周知に努める必要がありま

す。 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

有害化学物質の

使用抑制・適正

管理 

環境確保条例に基づき、適正管理化学物

質取扱事業者に対し、使用量等報告書の

提出を指導します。 

環境課 

東京都 

○ 

アスベスト対策 都が開催するアスベスト対策担当者連絡

会に参加し、国や都と連携を図りながら

アスベスト対策を進めます。 

環境課 

東京都 

○ 

野焼きの規制と

監視体制の強化 

市報やホームページ等による周知・啓発

を行うとともに、環境パトロールの実施、

市民等の通報による指導を行います。 

環境課 ○ 

有害化学物質及

び新たな環境に

関する情報の収

集、発信 

都及び関係機関のホームページ等を通じ

て情報収集を行うとともに、防災行政無

線及び武蔵村山市情報提供サービスの災

害情報配信メールで、光化学スモッグ等

に関する情報提供を行います。地域の気

温等に関する情報の把握方法について検

討します。 

環境課  
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③ 快適環境の保全 

●現状と課題 

クリーン作戦の参加人数は横ばいの状況が続いています。 

一方、ごみの回収量は平成２５年度に増加したものの、減尐傾向にあります。 

まちの美化については、市民・事業者との連携が重要であり、参加者層の拡大が課題

です。 

クリーン作戦の参加人数及び不法投棄等のごみの回収量 

環境指標 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

参加人数

（人） 
5,589 2,219 4,229 - 3,715 3,634 3,935 3,802 4,706 3,874 

ごみの回

収量（kg） 
1,260  710 1,040 -  870  830  690  670  900 990 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

まちの美化の推

進 

クリーン作戦の開催を積極的にＰＲし、

参加人数の向上に努めます。 

また、市民・事業者の自主的な環境活動

の支援を行うとともに、地域において環

境活動を推進するための指導者の育成

など、環境活動の組織づくりや人づくり

を進めます。 

ごみ対策課 

環境課 

 

○ 

 

●環境指標 

項 目 現 状 目 標 

クリーン作戦参加人数 ３，８７４人（平成２６年度） 毎年、増加を目指します。 

不法投棄等のごみ回収量 ９９０kg（平成２６年度） 毎年、減尐を目指します。 

犬のふんの放置防止パト

ロールの実施 

― ２４回以上／年 
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基本施策柱５ 環境行動・教育の推進 

●環境目標 

 

① 環境に関する情報の収集・提供 

●現状と課題 

環境に関する情報の収集・提供では、国・都からの情報提供及び他自治体の取組等を

把握するとともに、市内に残る自然や文化財等の情報提供を行っています。 

また、地域での体験学習では、環境フェスタの実施やエコプロダクツへの出展、地域

の自然や文化等を題材とした体験学習、市民・事業者のマナー向上に向けたイベントを

実施しており、市民・事業者へ環境に関する情報を継続して発信することが必要です。 

今後も引き続き、取組を進めるとともに、市卖独での取組には限度があることから、

市民・事業者と連携を図り、環境学習を実施するなどの検討も必要です。 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

市内の自然や文

化財等の情報提

供 

ボランティア・市民活動センターや市民等

と連携を図りながら、市内に残る自然や文

化財等の情報を積極的に収集するととも

に、市報、ホームページ、歴史民俗資料館

等を活用し情報提供を行います。 

環境課 

文化振興課 

協働推進課 

○ 

環境に関する情

報の収集・情報

の提供 

国や都などからの環境に関する情報収集

及び他自治体の取組等を把握し、市民や事

業者へ情報提供を行います。 

また、環境フェスタの実施等、環境に関す

るイベントの開催を行い、環境に関する情

報を発信します。 

環境課 

文化振興課 

 

○ 

 

●環境指標 

項 目 現 状 目 標 

広報による環境に関する

情報の提供回数 

１７回（平成２６年度） 毎年、維持又は増加を目指し

ます。 

 

環境活動への参加と次世代を育成する 
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② 学校・職場での環境教育 

●現状と課題 

環境教育の一環として、平成２４年度に全小中学校の校庭芝生化を行いました。 

また、小学４・５年生を対象に、田植え等の体験学習の機会を設けたり、自然教室等

の実施や学校職員への環境教育に関する研修を隔年で実施しています。 

今後も引き続き取組を進めるとともに、市卖独での取組には限度があることから、市

民・事業者と連携を図り、環境学習を推進するなどの検討も必要です。 

 

市内全小中学校校庭芝生化（小中一貫校村山学園） 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

体験学習を取り

入れた環境教育

の推進 

市内の小中学生を対象に、水田学習や学

校農園を活用し、様々な教科等の時間を

活用した環境教育の推進を行います。 

環境課 

教育総務課 

教育指導課 

○ 

学校等への環境

教育人材の派遣 

環境課職員や環境ボランティア等の指

導員を要請に応じて、派遣します。 

環境課 

文化振興課 

○ 

学校職員への環

境教育に関する

研修実施 

教育委員会等と連携を図りながら、環境

研修会を開催します。 

環境課 

文化振興課 

教育指導課 

○ 

 

●環境指標 

項 目 現 状 目 標 

環境学習会、親と子の環境

教室の参加人数 

５８人（平成２６年度） 毎年、増加を目指します。 
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③ 市民・事業者等の環境活動の推進・支援 

●現状と課題 

これまで、環境活動の推進として、消費・環境をテーマとした消費生活展の実施や出

前講座を実施しました。また、クリーン作戦の開催等について市報及び自治会回覧でＰ

Ｒしています。 

一方、環境に関する市民・事業者の取組状況について、把握が不十分であることから、

把握する仕組みの検討が必要です。 

また、市はその取組を広くＰＲし、市域へ広げていくことが重要です。 

市卖独で、環境の取組を推進することは困難であるため、環境に関する団体や事業者

の育成にも力を入れていく必要があります。 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

地域団体・市

民・事業者の自

主的な環境活動

の支援 

資源回収奨励金の交付、廃棄物減量等推

進員制度やグリーンヘルパー制度等の

運用により、地域団体・市民・事業者の

自主的な環境活動の支援を行います。 

また、ボランティア・市民活動センター

を中心としたボランティアの育成や協

働事業提案制度等についても情報発信、

活用を促します。 

環境課 

ごみ対策課 

協働推進課 

○ 

地域での環境人

材、環境団体の

育成 

出前講座や環境活動に参加する機会を

創出し、地域での環境人材、環境団体の

育成を行います。 

環境課 

協働推進課 

○ 

環境活動把握、

情報発信 

市民・事業者の環境活動の取組を把握す

る仕組みを検討します。また、取組を支

援するため、情報提供や情報発信を積極

的に実施します。 

環境課 

産業観光課 

協働推進課 

○ 

 

 


